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1. 報告事項
「宇宙オープンラボ」の平成22年度第2回選定委員会を10月8日に開催した。その

選定結果について報告する。

2. 経緯

 JAXAは、「宇宙への参加を容易にする仕組み」を実現する施策として、平成

16年度に「宇宙オープンラボ」を整備し運用を開始した。

 今般、平成22年度第2回の研究提案を公募（通年公募、締切7月30日）し、選

定委員会で選定対象となる新規提案6件の応募を受け付けた。

「宇宙オープンラボ」とは、企業や大学等様々なバックグラウンドの方々がチーム（「ユニット」）を作り、JAXAとの連
携協力により、それぞれ得意とする技術・アイディア・ノウハウなどを結集して、魅力的な宇宙プロジェクトや新しい
宇宙発ビジネスの創出を目指した事業公募制度。提案が採択されれば、JAXAとユニットが年度毎に契約を締結し、
宇宙オープンラボの資金を活用して、最長3年間まで提案の実現に向けた共同研究を行う。
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3. 選定委員及び評価基準

 選定委員会

選定委員会は、JAXA産業連携センター担当理事を委員長とし、マーケティン

グや技術的な専門知識を有する外部有識者による外部委員および、各本部

から参加する委員で構成される。（外部委員5名、内部委員8名）

 選定の考え方

宇宙オープンラボ制度での実施の妥当性、提案の優位性、提案の実現性、

ビジネスプランの妥当性を評価項目として、総合的に決定する。

4. 選定結果

 新規提案として4件を選定した（別紙1参照）。なお、23年度以降の継続案件

については、22年度の成果を踏まえ、改めて全体計画を審査し、継続の可

否を判断することを選定条件としている。
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（参考）

 応募件数については、制度の運用開始当初（H16年度：22件、H17年度：42件、

H18年度：31件）を過ぎると減少が始まり 、この数年も低下傾向（H20年度：14
件、H21年度9件、H22年度（上期まで）：2件）が続いている。

 この減少傾向に対し改善を図るため、制度の認知度向上のための方策（イ

ベント・講演会での周知活動、各地での講演活動）を改善したところ、前回

（新規応募2件）に比べて応募件数（新規応募6件）の改善が見られた。

 新規応募6件の他に、今回の応募には至らなかった提案の件数や、公募に

向けた問合せ・相談が増加するなど、応募件数減少に対する方策として一

定の効果が得られたと考えている。
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共同研究提案: 極限環境に対応した超小型 表面電位計の開発

ユニットリーダー：

トレック・ジャパン株式会社 代表取締役 上原 利夫

ユニットメンバー：

九州工業大学大学院 工学研究院 教授 趙 孟佑

トレック・ジャパン株式会社 営業技術部副部長 田島 久資

株式会社昭和電気研究所 取締役技術本部長 芦北 敏郎

東京エレクトロンAT株式会社 岡城 武敏

JAXA研究者：

研究開発本部 宇宙環境グループ 古賀 清一

概要：

真空環境における帯電は、宇宙環境のみならず半導体製造
の諸工程等の地上においても常に問題となる。極限環境での
静電気計測の対応を図る上で宇宙用と半導体製造装置用で
は、「真空、プラズマ、高温、低温」という環境要因、脱ガス・汚
染・小型化への対策という共通課題がある。

本研究では、「衛星帯電防止電子エミッタ開発＊」等の成果を
活用して、半導体前工程におけるデバイスの大幅な歩留まり
向上を目的として半導体製造前工程内部で使用可能な表面
電位計を開発する。

＊：宇宙オープンラボ「衛星の帯電を防止する受動型電子エミッタの実用化研究」
（平成１９年度～２１年度 九州工業大学他）

ウエハ保持機構（プラテン）に組み
込んだ表面電位センサーアレイ

表面電位計
超小型プローブヘッド

0.8mmφ

半導体製造工程

（イオン注入）における
電位計測例

表面電位センサーユニット

イオンビーム
ウエハ

製造プロセスの微細化により、
静電気障害対策が歩留まりを
左右

・高入力インピーダンス、低入力容
量、超小型プローブを持つ表面電位
計を開発し、帯電状態を監視して歩
留まり率を向上させる

半導体製造装置

超小型プローブを配置
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共同研究提案：位置連携広告配信プラットフォーム構築

ユニットリーダー：株式会社 電通国際情報サービス

コミュニケーションIT事業部長 齋藤 実

ユニットメンバー：

財団法人日本宇宙フォーラム 特任参事 吉冨 進

測位衛星技術株式会社 取締役 石井真

JAXA研究者：

宇宙利用ミッション本部衛星利用推進センター 小暮聡

概要：
GPS機能付携帯電話等モバイル端末の普及に伴い、位置

情報に連動したサービスやビジネスが増えつつある。このよ
うな位置情報サービスが立ち上がる中でビジネス展開が期
待されているのは、モバイル端末を使用した情報通信の際の
位置に連動させた広告配信である。その際に課題となってい
るのが主に消費行動が行われる屋内での位置測位の難しさ
がある。
本研究は上記の状況に対して、JAXAと測位衛星技術が特

許を取得している屋内測位技術IMESを用いた屋内外のシー

ムレス測位手法を研究し、屋外・屋内を移動する個人に対し
て、位置に連動した広告を配信するプラットフォームを開発す
ることにより、ユビキタス社会に適した情報提供のあり方を研
究するものである。IMES：Indoor Messaging System

●屋内外のシームレス測位のイメージ図

●位置連携広告配信サービスのイメージ図
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共同研究提案：多衛星システムGPS受信機の事業化

ユニットリーダー：

スペースリンク株式会社 代表取締役 阿部 俊雄

ユニットメンバー：

スペースリンク株式会社 開発部 部長 田中 健一

副部長 岩崎 由紀乃

開発員 畠山 晋一

株式会社マステック 代表取締役 江本 雅文

JAXA研究者：

宇宙科学研究所 宇宙情報・エネルギー工学研究系

教授・主幹 齋藤 宏文

概要：
従来のGPS受信機は“ブラックボックス化”しているため、ユーザ

が変更を加えることが出来ず、新しいアプリケーションの研究開発
に利用・参加する事が非常に困難であった。
この問題を解決する新技術である本研究は、オープンソース民生

ＧＰＳ技術を活用して開発したプログラムの一部を公開・編集でき

るようにして“カスタマイズ可能”にした多衛星システムGPS受信機
とその開発ツール等を開発プラットホームとしてユーザに提供する
ことで、独自のアプリケーションを“ユーザ自身”が開発できる環境
を構築する。
本研究で開発する多衛星システムGPS受信機は、GPSだけでなく

ガリレオ、準天頂衛星等の複数GNSS(※)対応となるため、数ｃｍ級
の測位が可能となり、例えば車両精密ガイダンスシステム等での
活用が期待できる。
※GNSS:Global Navigation Satellite System全世界的航法衛星システム

多
衛
星
対
応
と
測
位
目
標

準天頂衛星(みちびき) ガリレオ GLONASS ＧＰＳ

【測位補強情報】
捕捉支援情報
測位補正情報

インテグリティ情報

【測位補強情報】
L1-SAIF信号(250bps)
LEX信号(2000bps)

ＧＰＳ補完信号 ＧＰＳ測位信号

鉄道 屋内外シームレス

携帯端末自動車

測量

低速移動車両

１ｃｍ １０ｃｍ １ｍ １０ｍ

ＬＥＸ測位補強 Ｌ１-ＳＡＩＦ＋測位補強

ﾏｽﾀｰｺﾝﾄﾛｰﾙ局

電子
基準点網

測位補強データ生成

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾓﾆﾀ局

測位精度10cm級の実現により車両精密ガイダンス等での利用を目指す

対応衛星例

事
業
化
の
概
要
図
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共同研究提案： 衛星運用インフラサービスの基盤構築と適用モデル検討

省庁

大学

民間

海外

アプリケーション

・軌道計算

・衛星からの信号（テレメトリ）処理

・衛星への指令（コマンド）作成

・運用計画作成 …etc.

地上ネットワーク設備

運用者

衛星地上システムの整備・維持・運用をパッケージ化

アンテナ設備

「衛星運用インフラサービス」は、利用者が衛星地上シス
テムを保有するのではなく、利用者が必要とする機能・
データを「サービス」として提供する。

ユニットリーダー：

富士通（株）TCｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部

TC統括営業部 営業部長 白數 利和

ユニットメンバー：

富士通（株）TCｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ統括部長 青木 尋子

ソラン（株）公共宇宙ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部

宇宙ｼｽﾃﾑ事業部 事業部長 神崎 俊次

JAXA研究者：

統合追跡ﾈｯﾄﾜｰｸ技術部 石井 尚登

宇宙利用ﾐｯｼｮﾝ本部ﾐｯｼｮﾝ運用ｼｽﾃﾑ推進室 山本 泰久

概要：
宇宙利用時代に向け新たな市場への広がりを想定した

際、今後の宇宙開発・利用は衛星ミッション運用／衛星
利用への比重が高まり、新たな衛星オーナーは衛星運用
に必要なアンテナ設備／衛星管制／追跡ネットワーク等
の地上インフラの整備・運用を外部調達したいという
ニーズが増えてくると想定される。

これらのニーズに応えるべく、衛星運用に必要な地上
機能をパッケージ化し、アンテナ設備・計算機システ
ム・運用をつなぐ「衛星運用インフラサービス」の基盤
構築と適用モデル検討を実施する。

計算機設備

衛星ﾃﾞｰﾀ利用者

衛星搭載センサの
データがほしい。

衛星利用者

衛星に指令を出したい。
軌道を変えたい。
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